
◆問題文中の法令の略称と正式名称 

外為法 外国為替及び外国貿易法 

輸出令 輸出貿易管理令 

外為令 外国為替令 

貨物等省令 輸出貿易管理令別表第１及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術

を定める省令 

貿易外省令 貿易関係貿易外取引等に関する省令 

遵守基準省令 輸出者等遵守基準を定める省令 

核兵器等開発等省

令 

輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定め

る省令 

核兵器等開発等告

示 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第２項第七号イの規定により経

済産業大臣が告示で定める提供しようとする技術が核兵器等の開発等のた

めに利用されるおそれがある場合 

無償告示 輸出貿易管理令第４条第１項第二号のホ及びヘの規定に基づき、経済産業

大臣が告示で定める無償で輸出すべきものとして無償で輸入した貨物及び

無償で輸入すべきものとして無償で輸出する貨物 

外為法等遵守事項 「輸出管理内部規程の届出等について」の（別紙１）で規定されている。 

運用通達 輸出貿易管理令の運用について 

役務通達 

 

外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の

規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について 

提出書類通達 輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類

及び注意事項等について 

包括許可要領 包括許可取扱要領 

キャッチオール規

制通達（補完規制通

達） 

大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等に

ついて 

１０％ルール 貨物については、運用通達１－１（７）（イ）に規定されている。役務につい

ては、役務通達２（６）に規定されている。 

少額特例 輸出令第４条第１項第四号に規定されている。 

告示貨物 輸出令別表第３の３で規定されている経済産業大臣が告示で定めた貨物をい

う。 

事前相談手続通達 特定貨物の輸出・役務取引・特定記録媒体等輸出等の許可申請に係る事前相

談及び一般相談について（お知らせ） 

外国ユーザーリス

ト 

文書等告示第二号又は核兵器等開発等告示の別表の第二号に規定されてい

る「経済産業省が作成した文書等」。 

ホワイト国 輸出令別表第３の地域をいう。アルゼンチン、オーストラリア、オーストリ

ア、ベルギー、ブルガリア、カナダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、



フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、イタリア、大韓

民国、ルクセンブルク、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーラ

ンド、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、スイス、英国、アメリカ合衆

国  

国連武器禁輸国・地

域 

輸出令別表第３の２の地域をいう。アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ

民主共和国、エリトリア、イラク、レバノン、リビア、北朝鮮、ソマリア、

スーダン 

リスト規制 国際的な合意等に基づき、通常兵器や大量破壊兵器の開発等に用いられる

おそれの高いもの、具体的には輸出令別表第１（外為令別表）の１から１

５の項で規制されている貨物（技術）を輸出（提供）しようとする場合、

経済産業大臣の許可が必要となる制度。機能・仕様（スペック）に着目し

た規制。 

キャッチオール規

制 

大量破壊兵器キャッチオール規制と通常兵器キャッチオール規制の両方の

概念を含む総称。需要者及び用途に着目した規制。リスト規制を補完する

という意味で、補完的輸出規制ともいう。 
 

 

 

  

 

 

 


